
JP 4842444 B2 2011.12.21

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋳型（１１）の後に続く、セグメント（１４，１４’）に分割されたストランドガイド
（１０）を有し、凝固する鋳物ストランド（１２）を支持し、搬送するための、対になっ
て互いに向かい合っているローラ（１３，１３’）から成り、これらローラ（１３，１３
’）の少なくとも１つの、ローラ駆動機構を有するローラ、即ち駆動ローラ（１３’）が
、ガイド力も、ストランド搬送力も伝達するために、従動するローラと協働して、所定の
圧下力で、鋳物ストランド（１２）に対して押圧される連続鋳造設備において、スラブ、
粗インゴッド又はビームブランクのような鋼材から成る先駆製品を鋳造するための方法に
おいて、
　全てのローラ駆動機構（２１～２３）もしくは全ての駆動ローラ（１３’）が、そのロ
ーラ周速度が、備えられた鋳造速度の限界内で等しいように、また付属するモータの回転
モーメント（モータモーメント）が、ストランド凝固殻の負荷能力と比較して、均一な水
準に、許容限界モーメントより下で維持されるように、予設定された回転数に調整される
こと、個々のローラ駆動機構において、他の全てのローラ駆動機構を予設定された基準鋳
造速度に調整している間に、駆動ローラ（１３’）の回転数を監視しつつ、駆動モーメン
トが、ゼロから連続的に上昇させられ、駆動ローラ（１３’）の急激な回転数上昇の直前
に測定された駆動モーメント及び付属する回転数が、限界モーメント（Ｂ）及び限界回転
数（Ａ）もしくはスリップモーメント及びスリップ回転数として確定され、駆動モーメン
ト及び回転数の測定が中断されるとのやり方で、設備の個々の駆動ローラ（１３’）の限
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界モーメント（Ｂ）及び限界回転数（Ａ）もしくはスリップモーメント及びスリップ回転
数が測定されることを特徴とする方法。
【請求項２】
　限界モーメント（Ｂ）及び限界回転数（Ａ）もしくはスリップモーメント及びスリップ
回転数が、鋼材品質、鋳造速度、鋳造サイズ及び噴霧スケジュールのような境界条件の考
慮の下で、測定された駆動ローラ（１３’）に関して、後で評価するために記憶装置（２
４）に保存されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　限界モーメント（Ｂ）及び限界回転数（Ａ）もしくはスリップモーメント及びスリップ
回転数の測定及びそれらの記憶が、連続的に、設備の全ての駆動ローラのために実施され
、そしてこの測定が、手動又はプログラムのどちらかにより実施され、この測定が順次反
復され、設備のウォームアップ時間の後で少なくともそれぞれ一度、低い鋳造速度におい
て、鋳物ストランド（１２）の完全凝固した領域に対して実施されることを特徴とする請
求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記測定が、それぞれ順次、鋳造開始と鋳造終了との間で、又は確定すべき時間内で、
しかしながら長くても月間内でそれぞれ一度、実施されることを特徴とする請求項３に記
載の方法。
【請求項５】
　記憶データが評価モジュールに入力されること、求められた限界モーメント（Ｂ）及び
限界回転数（Ａ）もしくはスリップモーメント及びスリップ回転数のためのパラメータが
、鋳造境界条件を含めて、最小２乗法による直線又は２次曲線で相関させられ、これによ
り提供可能なトレンドカーブが、試験又は理論思考より求められた、鋳物ストランド（１
２）に対する駆動ローラ（１３’）の接触力の限度の限界カーブ（Ｙ）と比較され、その
際トレンドカーブが限界カーブ（Ｙ）と交差させられ、それらの交点が、駆動ローラ（１
３’）の機能限界に達するまでに残っている時間を示し、スケジューリングされた運転プ
ログラム及び整備時間が考慮されることを特徴とする請求項２～４のいずれか１つに記載
の方法。
【請求項６】
　駆動ローラ（１３’）の測定データを、設備のデータ検出システム（２０）に記憶し、
伝達するための手段を有する、請求項１～５のいずれか１つに記載の方法を実施するため
の、スラブ、粗インゴッド又はビームブランクのような鋼材から成る先駆製品を鋳造する
ための設備において、
　データ検出システム（２０）が、駆動ローラ（１３’）の平均的な摩耗と、従動するロ
ーラの平均的な摩耗とを結合するためのアルゴリズムユニットを有し、このアルゴリズム
ユニットが、運転試験又は従来技術を基礎とする理論計算からの運転データのための情報
ユニットと、データ技術で結合されていることを特徴とする設備。
【請求項７】
　データ検出システム（２０）が、回転数及び回転モーメントを全てのローラ駆動機構（
２１～２３）に予設定することによって負荷のバランス調整をするための第１のユニット
（３１）を備えており、この第１のユニットが、回転数及び回転モーメントの基準値／実
際値の比較をする手段を有する第２のユニット（３２）と結合されており、またこの第１
のユニットが、モータ（２１）と、少なくとも駆動ローラ（１３’）を介して結合されて
おり、第２のユニット（３２）が、温度収縮及びソフトリダクションのための圧下（２６
）のための、また駆動モーメントのスリップ診断のための圧下（２７）のための圧下シリ
ンダ（１７，１７’）により、必要なセグメントの圧下を調整するための第３のユニット
（３３）と協働することを特徴とする請求項６に記載の設備。
【請求項８】
　データ検出システム（２０）の第２のユニット（３２）に温度センサ（２５）が接続さ
れていることを特徴とする請求項７に記載の設備。
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【請求項９】
　駆動モーメント診断のための駆動ローラ（１３’）を備えるそれぞれのセグメント（１
４，１４’）に個々の記憶装置（２４）が設けられていることを特徴とする請求項７又は
８に記載の設備。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、鋳型の後に続く、セグメントに分割されたストランドガイドを有し、凝固す
る鋳物ストランドを支持し、搬送するための、対になって互いに向かい合っているローラ
から成り、これらローラの少なくとも１つの、ローラ駆動機構を有するローラ、即ち駆動
ローラが、ガイド力も、ストランド搬送力も伝達するために、従動するローラと協働して
、所定の圧下力で、鋳物ストランドに対して押圧される連続鋳造設備において、スラブ、
粗インゴッド又はビームブランクのような鋼材から成る先駆製品を鋳造するための方法に
関する。また本発明は、この方法を実施するための設備にも関する。
【０００２】
【従来の技術】
　特に鋼材のための、スラブ及びその他、薄スラブ、粗インゴッド又はビームブランクを
製造するための連続鋳造設備においては、製造されるストランドは、鋳型から少なくとも
完全凝固するまでは、ローラコルセット内で支持され、案内される。このストランドガイ
ド区間内又はその後方の個々のローラは、ストランドがその過程でローラガイドによって
その支配下にある引き抜き抵抗に打ち勝つために、駆動される。この駆動機構の効率は、
一般に、一方では、考えられるそれぞれの運転状況において、ストランドの確実な搬出が
保証され、しかしながら他方では、製造コストが可能な限り低く保たれ、そして駆動機構
が不必要に巨大に成らないように設定される。
【０００３】
　連続鋳造設備のストランドガイド区間のローラは、常時摩耗の下にある。しばしば、駆
動されるローラが、従動するローラよりも強く摩耗することが認められる。その結果、次
第にローラ直径が変化する。従って、容易に認めることが出来ないローラ直径の相違が、
従動するローラと、強く摩耗する駆動されるローラとの間に生じる。
【０００４】
　駆動されるローラとストランドとの間の摩擦結合を保障するために、液圧又は機械によ
り圧下可能なリフトトラバースを使用することが公知である。しばしばこれらのリフトト
ラバースは、特に、鋳造される最終製品における品質低下を回避するために、ストランド
自身によって発生可能な押圧力の下で、その液圧の程度（溶湯静圧）に応じて存在する力
の作用を受ける。従って、ストランドのひずみが回避されるべきである。しかしながらま
たしばしば、駆動されるローラは、固定して支持スタンド内へと組み込まれているか、も
しくは統合されている。
【０００５】
　従動するローラに対して、駆動されるローラの先行する摩耗によって、多少長い運転時
間の後、伝達可能なストランドの引き抜き力において、通常はこのように識別不可能な緩
慢な損失が生じる。伝達可能な引き抜き力におけるこのような損失は、圧下可能な駆動ロ
ーラにおいては、加えられる圧下力によって制限され、しかしながら固定して組み込まれ
た駆動ローラにおいては、この損失が、伝達可能な共通の接線力を吸収することができる
。引き抜き力の忍び寄るこのような変化が、引き抜き抵抗に関して危険な鋳造状況と一致
する場合は、鋳造機械内でストランドが引っ掛かることになり、従って大きな障害となる
。
【０００６】
　このような障害を回避するために、駆動されるローラの物理的にできるだけ大きな牽引
力をストランドに伝達するように、例えば、駆動調整を、駆動モーメントと回転数とを同
時に処理する、いわゆるアンチロックシステムにおける牽引コントロールによって拡大す
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ることが提案される。従来技術において公知のこのような拡大は、現在、材料の組み合わ
せと摩擦値によって定義される、牽引力の物理的な限界を、完全に利用することが可能な
状況にある。しかしながら牽引力は、例えば非常に大きな直径の損失及びこれにより牽引
の損失の際に、また牽引力がこのように、例えば経験上運転の監視から認められていた場
合にも、接触力の限度を下回ることを回避できない。
【０００７】
　ヨーロッパ特許庁公開公報第０　９０８　２５６号は、鋳型の後に続く、２分割された
セグメントから構成されたストランドガイドを有する連続鋳造設備において、スラブを製
造するための方法及び設備を記載しており、これにおいては鋳物ストランドが、ローラに
よって、垂直な鋳造方向から水平な圧延方向へと搬送され、この際支持される。この場合
、搬送力を伝達するために必要な、駆動ローラのための圧下力は、一般に液圧シリンダに
よって負荷される。このため、両方のセグメント枠体部分を間隔部材に対して互いに緊張
する液圧式のクランプシリンダを、セグメント圧下シリンダと交換することが提案され、
これにより駆動ローラのための圧下力は、セグメント入側又はセグメント出側に移され、
ストランドガイドのための力は、セグメント圧下シリンダによって、共に加えられる。
【０００８】
　セグメント構造様式におけるストランドガイドスタンドにおいては、例えばドイツ連邦
共和国特許明細書第１９　６３　１４６号において記載されている、鋳物ストランドを垂
直な鋳造方向から水平な圧延方向へと案内する湾曲型設備におけるように、セグメントの
上部枠体及び下部枠体が、鋳物ストランドの外側の角部に設けられた、枠体を結合する４
つの液圧シリンダによって互いに緊張されている。異なるストランドの厚みに対する調整
は、間隔部材によって行なわれ、この間隔部材に対して、枠体部分が押圧される。鋳造プ
ロセスの間のローラ間隔を変化させることは、この構造においては可能でない。
【０００９】
　ドイツ連邦共和国特許明細書第４３　０６　８５３号により、間隔部材とそれぞれの側
部枠体部分との間に液圧プランジャシリンダを設けること、またその環状ピストンが圧力
負荷を解除された状態でセグメント部分を、所望のストランド厚みに応じたローラの間隔
に固定するように、環状ピストンを設定することが提案されている。この構成によれば、
確かに、異なるストランド厚みにガイドローラを調整することが可能となるが、ローラの
少なくとも１つ、即ち駆動ローラが、独自の液圧式の圧下シリンダ（駆動ローラ毎に少な
くとも２つ）によって、ストランド搬送力を伝達するために必要な圧下力で、鋳物ストラ
ンドに対して押圧されるような構造様式を必要とする。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
　前記従来技術から出発して、本発明の基本をなす課題は、予防保守を適宜指示すること
によって、運転中の障害時、例えば鋳造機械内でストランドが引っ掛かることを回避する
ために、運転時間の経過中のローラにおいて生じる、伝達可能な引き抜き力の損失を伴う
緩慢な摩耗を、先取りして認識可能にするように、特に垂直な鋳造方向から水平な圧延方
向への鋳物ストランドのガイドを改善することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　この課題の本発明による解決策は、請求項１の上位概念において述べた方法においては
、全てのローラ駆動機構もしくは全ての駆動ローラが、そのローラ周速度が、備えられた
鋳造速度の限界内で等しいように、また付属するモータの回転モーメント（モータモーメ
ント）が、ストランド凝固殻の負荷能力と比較して、均一な水準に、許容限界モーメント
より下で維持されるように、予設定された回転数に調整されること、個々のローラ駆動機
構において、他の全てのローラ駆動機構を予設定された基準鋳造速度に調整している間に
、駆動ローラの回転数を監視しつつ、駆動モーメントが、ゼロから連続的に上昇させられ
、駆動ローラの急激な回転数上昇の直前に測定された駆動モーメント及び付属する回転数
が、限界モーメントＢ及び限界回転数Ａもしくはスリップモーメント及びスリップ回転数
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として確定され、駆動モーメント及び回転数の測定が中断されるとのやり方で、設備の個
々の駆動ローラ１３’の限界モーメントＢ及び限界回転数Ａもしくはスリップモーメント
及びスリップ回転数が測定されることを手段とする。
【００１２】
　本発明による方法の有効な実施形態により、限界モーメントＢ及び限界回転数Ａもしく
はスリップモーメント及びスリップ回転数が、鋼材品質、鋳造速度、鋳造サイズ及び噴霧
スケジュールのような境界条件の考慮の下で、測定された駆動ローラに関して、後で評価
するために記憶装置に保存される。
【００１３】
　本発明の本質的な、この方法の別の構成は、限界モーメントＢ及び限界回転数Ａもしく
はスリップモーメント及びスリップ回転数の測定及びそれらの記憶が、連続的に、設備の
全ての駆動ローラのために実施され、そしてこの測定が、手動又はプログラムのどちらか
により実施され、この測定が順次反復され、設備のウォームアップ時間の後で少なくとも
それぞれ一度、低い鋳造速度において、鋳物ストランドの完全凝固した領域に対して実施
されることにある。
【００１４】
　更に本発明による方法により、前記測定が、それぞれ順次、鋳造開始と鋳造終了との間
で、又は確定すべき時間内で、しかしながら長くても月間内でそれぞれ一度、実施される
。
【００１５】
　そして結局、本発明による方法の実施形態は、記憶データが評価モジュールに入力され
ること、求められた限界モーメント及び限界回転数もしくはスリップモーメント及びスリ
ップ回転数のためのパラメータが、鋳造境界条件を含めて、最小２乗法による直線又は２
次曲線で相関させられ、これにより提供可能なトレンドカーブが、試験又は理論思考より
求められた、鋳物ストランドに対する駆動ローラの接触力の限度の限界カーブと比較され
、その際トレンドカーブが限界カーブＹと交差させられ、それらの交点が、駆動ローラの
機能限界に達するまでに残っている時間を示し、スケジューリングされた運転プログラム
及び整備時間が考慮される。この際、許容限界に可能な限り十分な適合が得られる場合に
は、予期した精確さが高まり、特に設備のプロセス計算機における評価は、自動的なデー
タ伝達の際に行なわれる。
【００１６】
　本発明による方法より認めることができるように、本発明の基盤は、基礎とされるモー
メント調整（負荷バランス調整）を伴う上記特徴のストランドガイドの回転数調整であり
、このモーメント調整においては、主に全てのローラ駆動機構が、そのローラ周速度が許
容限界内で等しくなるような、しかしながら同時にモータ電流（モータモーメント）も、
設備内のストランド凝固殻の負荷能力と比較して、等しい水準に維持されるような回転数
に調整される。
【００１７】
　本発明による方法により、以下の調整をローラ駆動機構のために実施することができる
。
１．個々のローラ駆動機構において、他の全てのローラ駆動機構を、現在調整されている
基準鋳造速度及び基準回転モーメントに調整している間に、駆動モーメントが、ゼロから
次第に上昇させられるようにする。その際持続的に駆動ローラの回転数が監視され、突然
もしくは急激に回転数が変化する回転モーメントに達したら直ぐに、工程が中断され、駆
動ローラの急激な回転数上昇の直前に測定された駆動モーメント及び付属する回転数が、
限界モーメント及び限界回転数もしくはスリップモーメント及びスリップ回転数として確
定される。
２．限界モーメント及び限界回転数もしくはスリップモーメント及びスリップ回転数が、
鋼材品質、鋳造幅及び鋳造厚み、噴霧スケジュール及び／又は鋳造速度のような現在の境
界条件の考慮の下に、直接測定される駆動ローラ並びにこの駆動ローラを含むセグメント
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に関して、後でデータ処理及び評価するために長時間記憶装置に保存される。
３．第１項及び第２項の下に述べた手段が、鋳造機械の全ての駆動ローラのために連続的
に実施される。この測定が、本発明により、手動又はプログラムのいずれかにより指示さ
れる。第１項～第３項の下に述べた手段が順次反復され、しかしながら定常の鋳造運転に
おいて少なくとも１度、鋳造機械の十分に長いウォームアップ時間の後、低い鋳造速度お
いて反復され、それぞれ測定のために使用される駆動ローラが、鋳造されたストランドの
完全凝固された領域へと継続することが保証される。
４．第１項～第３項の下に述べた手段が、調整により、もしくはそれぞれ順次、新たな鋳
造開始と鋳造終了との間で、又は定期時間内で、しかしながら長くても月間で１度実施さ
れる。
５．測定及び記憶されたデータが、評価モジュールにおいて、前記測定において記録され
た境界条件パラメータと相関させられ、回転数及びスリップのためのトレンドカーブが限
界カーブと交差させられ、それらの交点が、算定の時点で尚期待すべき、駆動ローラが機
能限界に達するまでの時間を示す。
【００１８】
　本発明による方法を実施するための、スラブ、粗インゴッド又はビームブランクのよう
な鋼材から成る先駆製品を鋳造するための設備は、特に駆動ローラ及び場合によってはこ
の駆動ローラに設けることのできるセグメントの測定データを、設備のデータ検出システ
ムに記憶し、伝達するための手段を有する。本発明により、データ検出システムが、駆動
ローラの平均的な摩耗と、従動するローラの平均的な摩耗とを結合するためのアルゴリズ
ムユニットを有し、このアルゴリズムユニットが、運転試験又は従来技術を基礎とする理
論計算からの運転データのための情報ユニットと、データ技術で結合されていることが提
案される。
【００１９】
　設備の別の実施形態は、従属請求項に対応して行われる。
【００２０】
【発明の実施の形態】
　本発明の詳細、特徴及び利点を、図面において概略的に図示された実施例の、以下の説
明より明らかにする。
【００２１】
　図１は、複数のセグメント１４，１４’を有し、これらのセグメントにより、鋳型１１
から流出する鋳物ストランド１２が、互いに向かい合って位置するローラ１３によって、
湾曲して鋳造方向から水平の圧延方向１５へと案内され、駆動ローラ１３’によって搬出
される、連続鋳造設備の、もしくは薄スラブのためのストランドガイド１０を示す。
【００２２】
　これらのセグメント１４，１４’のいくつかにおいては、例えばセグメント３及び４に
おけるローラ１３のそれぞれ１つが、駆動手段を有する駆動ローラ１３’として形成され
ており、ストランドガイド１０の湾曲内に設けられている。これに接続するセグメント５
～８においては、それぞれセグメント中央において、向かい合って位置する、ストランド
を支持し、搬送するそれぞれ２つの駆動ローラ１３’が設けられている。
【００２３】
　続く水平のストランド１２の出口において、セグメント１０，１１，１２が、同様に互
いに向かい合って位置する、駆動されるローラ対１３’を備えている。
【００２４】
　図２は、歯車機構２２及び駆動軸２３を介してモータ２１により駆動される、従来技術
により構成された、駆動ローラ１３’を有するセグメント１４，１４’を示す。
【００２５】
　セグメント１４，１４’は、セグメント上部枠体１６から成り、このセグメント上部枠
体は、液圧クランプシリンダ１７によって、セグメント下部枠体１８に対して押圧される
。その際、一定の枠体部分１６，１８の間隔を互いにもたらす間隔部材１９が設けられて
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いる。セグメント上部枠体１６におけるセグメント１４，１４’の中央において設けられ
た駆動ローラ１３’は、図３における図に対応するストランド１２に、必要なストランド
搬送力２６’を負荷し、これに対しセグメント枠体１６，１８の残りのローラ１３は、セ
グメント枠体部分１６，１８において支承されたローラ１３，１３’が、搬送方向１５に
鋳物ストランド１２を搬送するための支持機構及び搬送機構としてのその機能を満たすこ
とができるように、セグメントを緊張するために必要なクランプ力２６を負荷する。
【００２６】
　同様に図４及び５は、従来技術による構造様式のセグメント１４，１４’を示す。
【００２７】
　図２のセグメント１４，１４’においてセグメント枠体部分１６，１８を緊張するため
に使用される液圧クランプシリンダ１７の代わりに、但しこれら液圧クランプシリンダは
、間隔部材１９に対して不変の間隔で作用するように両方のセグメント枠体部分１６，１
８を互いに緊張するが、図４によるセグメント構造様式においては、位置及び力を調整さ
れたセグメント圧下シリンダ１７’が、セグメント枠体部分１６，１８を調整可能に緊張
するために設けられている。この構造様式においては、駆動ローラ１３’が前方か、でな
ければ後方のセグメント縁部に設けられている。何故なら、位置及び力を調整されたセグ
メント圧下シリンダ１７’によって、駆動ローラ１３’の必要な圧下力がセグメント縁部
へと移動されたからであり、従って、図２に対応する駆動ローラ１３’のための独立した
圧下シリンダは、もはや必要でない。
【００２８】
　この際生じる、圧下力とストランド搬送力２６，２６’との組み合わせは、図５から明
らかである。
【００２９】
　統合された駆動ローラ１３’と本発明を実施するための手段とを有するセグメント駆動
機構の構想は、図６～８の概要から読み取ることができる。この際、末端で駆動される駆
動ローラ１３’を有するセグメント１４，１４’の構造様式は、原理的に図４によるセグ
メント１４，１４’の構造に対応する。
【００３０】
　図７によれば、駆動モータと関連して、限界モーメントを求めるために、駆動ローラ１
３’の駆動モーメントは、他の全てのローラ駆動機構を予設定された基準鋳造速度に調整
している間に、ストランド搬送力２７の上昇によって、ゼロから始まり連続的に上昇させ
られ、これと共に、ストランド１２に伝達可能な回転モーメントも、同様にゼロから始ま
り連続的に上昇させられる。
【００３１】
　これについて、図８のグラフは、先ず、垂直な線Ｙとの交点において水平な推移が終了
するまで、一定の回転数及び一定の回転モーメントである通常運転時を示す。次にほぼ２
次的な勾配を有する加速カーブへと連続的に上昇して、垂直な線Ｇとの交点Ａが、限界回
転数において得られる。
【００３２】
　この限界回転数は、限界回転数に対応する限界モーメントが、引き続き限界線Ｇとの交
点Ｂにおいて急激に低下することを特徴とする。
【００３３】
　限界回転数及び限界モーメントを求めるための方法と、これに行き着く作業段階は、図
７において図示されている。
【００３４】
　これにより、設備のデータ検出システム２０が、それぞれのローラ駆動機構に対して回
転数及び回転モーメントを予設定するための第１の計算ユニット３１を備えており、しか
も、基本機能のためにも、即ちセグメント１４，１４’の温度収縮及びソフトリダクショ
ンのための圧下２６のための、また矢印２７により、スリップ診断及び駆動モーメントの
最大化のような、本発明による付加機能のための圧下シリンダ１７，１７’により、必要
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なセグメントの圧下を調整するための第３の計算ユニット３３と協働する、回転数及び回
転モーメントの基準値／実際値を比較するための手段を有する、モータ２１と少なくとも
駆動ローラ１３’を介して連結された第２の計算ユニット３２の作用の下に行なわれるこ
とが明らかである。
【００３５】
　この際、第２の計算ユニット３２に、温度センサ２５が接続されているという別の措置
を使用することができる。そして結局、駆動ローラ１３’を駆動モーメント診断のために
備えるそれぞれのセグメント１４，１４’に、個々のデータ記憶素子２４が設けられてお
り、このデータ記憶素子は、例えばセグメント１４，１４’の上部のセグメント枠体１６
又はセグメントの他の部分に設けることができる。
【００３６】
　記載した発明により、
・ストランドの不測の搬出問題を、駆動されるローラの摩耗に基づいて回避すること、
・ローラもしくはその担持スタンド又はセグメントの予防交換を完全に省略すること、及
び物理的に必要な場合にのみ整備を行なうこと、又は
・鋳造すべき製造プログラムを現在の引き抜き力の留保に適合させること、
・長期間にわたり、鋳造機械の摩耗の履歴に関する経験を収集すること、従って、一方で
は、この方法において必要な限界基準と、他方では、例えば使用されるローラ材料又は設
備の運転プログラムも最適化すること、
・圧下されてない駆動ローラの使用を、経営者のために評価可能にし、かつそのため確実
にすること、これによって投資並びに運転コストを低減すること、
・記憶媒体を機械に設けた場合、同時に、更に別の情報を、装置の生活サイクルにわたっ
て保存すること、これによってこのことが先取りした整備を的確にすること、
・駆動されない駆動ローラを使用する場合、最大限に可能な駆動効率を、圧下角度を変化
させることにより、一時的に（搬出問題の際）操作すること、
が可能となる。この際アンチスリップ調整の原理が補足的に使用される。
【００３７】
【発明の効果】
　本発明により、予防保守を適宜指示することによって、運転中の障害時、例えば鋳造機
械内でストランドが引っ掛かることを回避するために、運転時間の経過中のローラにおい
て生じる、伝達可能な引き抜き力の損失を伴う緩慢な摩耗を、先取りして認識可能にする
ように、特に垂直な鋳造方向から水平な圧延方向への鋳物ストランドのガイドが改善され
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】　従来技術によるセグメントを有する連続鋳造設備のストランドガイドを示す。
【図２】　図示されたローラ駆動機構を有する、従来技術によるセグメントを経る断面を
示す。
【図３】　図２に対応するセグメントへの負荷すべき力の図を示す。
【図４】　セグメントの圧下部へと、末端にある圧下シリンダによって統合された駆動ロ
ーラを有するセグメントを経る断面を示す。
【図５】　図４に対応するセグメントへの負荷すべき力の図を示す。
【図６】　統合され、末端で駆動される駆動ローラを有する、本発明によるセグメントを
経る断面を示す。
【図７】　限界モーメント及び限界回転数もしくはスリップモーメント及びスリップ回転
数を求めるための図を示す。
【図８】　通常運転時、もしくは、限界回転数もしくは限界モーメントまでへの回転数上
昇のための、本発明による駆動モーメント診断の図を示す。
【符号の説明】
　　１０　　　　　　　　ストランドガイド
　　１１　　　　　　　　鋳型
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　　１２　　　　　　　　鋳物ストランド
　　１３　　　　　　　　ローラ
　　１３’　　　　　　　ローラ駆動機構を有するローラ
　　１４　　　　　　　　セグメント
　　１５　　　　　　　　搬送方向
　　１６　　　　　　　　セグメント上部枠体
　　１７　　　　　　　　液圧クランプシリンダ
　　１７’　　　　　　　セグメント圧下シリンダ
　　１８　　　　　　　　セグメント下部枠体
　　１９　　　　　　　　間隔部材
　　２０　　　　　　　　データ検出システム
　　２１　　　　　　　　モータ
　　２２　　　　　　　　歯車機構
　　２３　　　　　　　　ジョイント軸
　　２４　　　　　　　　データ記憶素子
　　２５　　　　　　　　温度センサ
　　２６　　　　　　　　圧下力
　　２６’　　　　　　　ストランド搬送力
　　２７　　　　　　　　ストランド搬送力
　　３１，３２，３３　　計算ユニット

【図１】 【図２】

【図３】
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